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国際会計基準審議会（以下、IASB）は2023年11月29日に、公開草案「資本の特徴を有する金融商品（IAS第
32号、IFRS第7号およびIAS第1号の修正案）」（以下、本公開草案）を公表しました。 

本公開草案に対するコメント期限は、2024年3月29日です。 

ポイント 

なお、当ポイント解説は、KPMG IFRG Limitedが2023年12月に発行したWeb 

article ”Financial liability or equity?”を基に作成しています。 

 本公開草案は、企業が発行する金融商品を金融負債または資本性金融商品に分類す
る際の共通する課題に対処し、企業が発行する金融負債および資本性金融商品に関
する情報開示の拡充を図るため、以下を提案しています。

 IAS第32号の修正：分類に関する原則を明確化し、適用にあたってのガイダン
スを追加する。

 IAS第1号およびIFRS第7号の修正：企業が発行する金融商品に関して提供す
る情報の充実を図る。
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1. 本公開草案の背景
IASBは、IAS第32号の適用上の課題に対処するため、2018年6月にディスカッション・ペ
ーパー「資本の特徴を有する負債」を公表しました。当該ディスカッション・ペーパーで
は金融負債と資本性金融商品の分類に関する新たなアプローチが提案されていました
が、IAS第32号はうまく機能しており、分類要件に関する根本的な変更は必要ない、との
フィードバックを受け、IASBは、提案していた新たなアプローチを採用せず、代わりに
金融負債と資本性金融商品の分類に関する既存の要求事項の明確化を行い、また、比較
可能性を改善するため適用上の課題を解消することとしました。加えて、金融負債およ
び資本性金融商品に関する表示や開示の充実を図ることとしました。

2. 本公開草案の概要
（1）金融商品の分類（IAS第32号の修正案）

IASBは、主に以下のIAS第32号の修正を提案しています。 

固定対固定の条件（例：転換社債の株式転換オプション、新株予約権） 

現状：固定額の現金または他の金融資
産と交換に自らの資本性金融商品の固
定数を引き渡すことにより決済される
金融商品は資本性金融商品であるとさ
れているが、固定額、固定数に変更を加
えることが一切認められないのかは明
確でない。また、他の種類の自らの資本
性金融商品が交換に用いられる場合の
取扱いについて、明確でないものがあ
る。 

修正案：以下を明確化する。 

• 資本性金融商品と交換される対価の金額
は、発行企業の機能通貨建てであること
が求められる。

• 交換される資本性金融商品の数量および
現金の金額への調整（例：転換率や行使
価格への調整）を行っても、一定の条件
に該当する場合は固定対固定の条件を満
たす。

• 複数の種類の自らの資本性金融商品のう
ちいずれかを引き渡すことが可能な契約
において、いずれの種類の資本性金融商品
を引き渡すときも固定対固定の条件を満
たす場合は、資本性金融商品である。例え
ば、オプション保有者は、現金500と引換
えに、普通株式100株もしくは優先株式
125株のいずれかを受け取ることができ
る。この場合、現金と普通株式、現金と優
先株式、いずれの交換も固定対固定の条件
を満たすため、資本性金融商品である。

• 固定数のある種類の非デリバティブ資本
性金融商品を固定数の別の種類の非デリ
バティブ資本性金融商品と交換する契約
は資本性金融商品である。
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金融負債と資本性金融商品の間の分類変更 

現状：金融商品は当初認識時に金融負
債または資本性金融商品に分類するこ
とが求められているが、当初認識後の
分類変更に関する定めがない。 

修正案： 

• 契約外の状況の変化（例：機能通貨の変
更）により契約の実質が変化した場合に
のみ、分類変更が要求される。 

• 資本性金融商品から金融負債に変更する
場合、分類変更日において、金融負債は
公正価値で認識される。また、資本性金
融商品の帳簿価額と金融負債の公正価値
の差額は資本に認識される。 

• 金融負債から資本性金融商品に変更する
場合、分類変更日において、資本性金融
商品は当該日における金融負債の帳簿価
額で認識する。利得又は損失は認識され
ない。 

条件付決済条項 

現状：金融商品の発行者および保有者
がコントロールできない不確実な将来
の事象の発生または不発生により現金
または他の金融資産の引渡しを行う場
合には、支払義務を無条件に回避でき
ないため、当該条件付決済条項が真正
でない場合や発行者の清算時のみに有
効な場合を除き、金融負債を認識する。 

ここで、金融負債の測定にあたって、決
済の発生可能性又は時期を考慮すべき
かが明確でない。また、IAS第32号にお
ける「真正でない（not genuine）」「清
算（liquidation）」の解釈が明確でない。 

加えて、上記の金融負債を認識する際
に、商品全体が金融負債となるのか、そ
れとも複合金融商品となりうるのかが
明確でない。 

修正案： 

• 金融負債を測定するにあたって、不確実
な将来の事象の発生可能性を考慮しない
ことを明確化する。また、発生し得る最
も早いタイミングで当該事象が発生する
想定のもと、決済金額の現在価値を算定
することを明確にする。 

• 「真正でない」の解釈についてガイダンス
を追加する。 

• 「清算」とは、企業が操業を永久に停止し
た時点以降に開始されるプロセスである
ことを明確にする。 

• 条件付決済条項を有する金融商品の中に
は、金融負債と資本性金融商品の両方の
要素を有する複合金融商品もあることを
明確化する。 
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自らの資本性金融商品を購入する義務（例：非支配株主持分のプット・オプション） 

現状：自らの資本性金融商品を購入す
る義務を負う場合、償還金額の現在価
値を金融負債として計上することが求
められるが、金融負債を計上する際の
相手勘定や測定に関する適用上の課題
がある。 

修正案：以下を明確化する。 

• 義務の対象となる資本性金融商品に関する
権利やリターンへのアクセスを有してない
場合、金融負債を計上する際の相手勘定（借
方）は、非支配株主持分ではなく、発行され
た資本金以外の資本の構成要素である。 

• 金融負債の測定にあたり、償還され得る
最も早い日に償還されるものとして現在
価値を算定する。 

• 金融負債の事後測定に係る利得又は損失
は、純損益に認識される。 

• 自らの資本性金融商品を購入する義務に
関する規定は、現金又は他の金融資産を
引き渡す場合だけでなく、別の種類の可
変数の資本性金融商品を引き渡す場合に
も適用される。 

法令または規制に基づく権利および義務が分類に与える影響 

現状：契約の実質に基づき金融商品の
分類を行うこととされている。 

しかし、当該金融商品に関連する法令
または規制が分類に影響するのか、ま
たどのように影響するのかが明確でな
い。例えば、法令または規制が、契約条
項には明示的に示されていない権利や
義務を生じさせる場合や、逆に、法令ま
たは規制が契約上の権利や義務の効力
を妨げる場合の取扱いが明確でない。 

修正案：金融商品を金融負債または資本性金
融商品に分類する際に考慮する法令または規
制に基づく権利および義務について、以下を
明確化する。 

• 関連する法令または規制では定められて
いない、契約条件で追加された権利およ
び義務のみを考慮しなければならない。 

• 契約条件に含まれているかどうかに拘わ
らず発生する、関連する法令または規制
によって定められている権利および義務
は、分類にあたって考慮してはならない。 

一方で、契約上の権利および義務であっても、
それが法令または規制によって効力を妨げら
れる場合、当該契約上の権利および義務は分
類にあたって考慮してはならない。 

株主の意思決定に基づく現金または他の金融資産の引き渡し 

現状：現金または他の金融資産を引き
渡すことを回避できる無条件の権利を
企業が有しているか評価することが求
められるが、回避できるかどうかが株
主の意思決定による場合がある。この
ような場合に、株主の意思決定を企業
の意思決定として取り扱うことができ
るかが明確でない。 

修正案：株主の意思決定が企業の意思決定で
あると取り扱うかどうかの評価にあたって
は、事実と状況に基づく判断が必要であるこ
とを明確化する。また、評価する際の考慮要
素に関する新たなガイダンスを追加する。 
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（2）表示・開示（IAS第1号およびIFRS第7号の修正案）

IASBは、企業が発行する金融商品について提供する情報の拡充を図るため、特定の金融
負債や資本性金融商品に関してIFRS第7号およびIAS第1号を修正する新たな開示・表示
の要求事項を提案しています。提案には以下が含まれます。 

 開示

 金融負債と資本性金融商品の両方の特徴を有する金融商品についての契約条
件：例えば、資本性金融商品に分類された商品のうち負債の特徴を示すもの
（例：固定率に基づく優先株式の配当）。また、金融負債に分類された商品のう
ち資本性金融商品の特徴を示すもの

 企業の清算時におけるすべての金融負債および資本性金融商品の優先順位

 普通株式の潜在的な希薄化効果（例：転換社債が転換された場合や株式オプシ
ョンが行使された場合に発行される最大株式数）

 複合金融商品のうち、金融負債および資本性金融商品の構成要素に当初配分さ
れた金額

 自らの資本性金融商品を購入する義務を含む金融商品に係る特定の定量情報

 企業の業績や純資産の変動に基づく支払義務を含む金融負債に関する情報

 表示

 財政状態計算書及び損益計算書において、特定の項目について、親会社の普通
株式の所有者に帰属するものと親会社の普通株式以外の資本の所有者に帰属
するものを分けて表示する。
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